
 

中間見直し案の主な内容 

１ 教育・保育の提供体制の確保 

 （１）各市町村における人口流入や利用希望動向を基に最新の保育需要を反映させる。 

（２）国の「子育て安心プラン」に示された女性の就業率８０％を想定し見直す。 

  

   【保育所等における保育の利用定員総数の見込み】  

 

 

    ⇒ 平成２９年度から平成３１年度までの３年間で、約１万７千人分の整備 ※を行う。 

                        ※保育所、認定こども園、地域型保育事業（小規模保育など）の整備による 

 （３）認定こども園の普及のため、設置目標数と設置時期についての記載を追加する。 

※下表はそれぞれ４月１日時点の数値 

 

                                

２ 人材の確保と資質の向上 

（１）保育従事者数等については、平成２９年度時点で当初の計画値を上回る状態であること

から、最新の保育所等の整備に対応した見込み数に見直します。 

  

※上表はそれぞれ４月１日時点の数値 

（２）保育士確保・定着対策の強化の取組を盛り込みます。 

 ① 資格取得・新規就業促進 ⇒ 保育士修学資金貸付、保育士試験による資格取得支援 

事業、保育士養成施設に対する就職促進支援事業 

 ② 勤務環境の改善 ⇒ 千葉県保育士処遇改善事業、保育士配置改善事業 

 ③ 保育士の資質向上 ⇒ 保育所保育士等研修、保育士等キャリアアップ研修 

 ④ 潜在保育士の就業促進 ⇒ ちば保育士・保育所支援センター、就職準備金貸付・未就学

児を持つ保育士に対する保育料の一部貸付 

H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 H32.4.1

需要見込み数 99,117人 100,625人 101,728人 102,030人 102,018人 

整備計画数 94,706人 102,012人 108,726人 112,716人 115,486人 

需要見込み数 93,823人 98,024人 104,053人 109,266人 112,337人 113,906人

整備計画数 96,393人 102,567人 108,312人 115,130人 122,311人 125,625人

当初計画

見直し後

H32－H29

9,853人 

17,313人 

H27 H28 H29 H30 H31 H32

施設数 49 67 103 146 175 186

教育・保育従事者総数

H29 H30 H31 H32

当初 22,030人 22,580人 22,990人

見直し後 28,340人 30,297人 31,999人 33,203人

うち、保育士数

H29 H30 H31 H32

当初 16,200人 16,770人 17,230人

見直し後 21,240人 23,023人 24,558人 25,705人

千葉県子ども・子育て支援事業支援計画の中間見直し案（概要） 

計画の概要 

１ 計画策定の目的 

○子ども・子育て支援法第６２条第１項及び次世代育成支援対策推進法

第９条第１項に規定された、都道府県が策定する法定計画。 

○市町村が行う子育て支援施策を支援する計画。 

○計画期間は平成２７年度から平成３１年度までの５年間。 

 

２ 計画の構成 

 第１章 教育・保育の充実と子育て家庭の支援 

第１節 県設定区域 

第２節 教育・保育の提供体制の確保 

第３節 認可・認定に関する需給調整 

第４節 教育・保育の一体的な提供とその推進 

第５節 人材の確保と資質の向上 

第６節 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

第７節 小学生の放課後対応の充実 

 第２章 子どもに対する専門的な知識及び技術を要する支援 

第１節 子ども虐待防止対策の充実 

第２節 社会的養護体制の充実 

第３節 ひとり親家庭の自立支援の推進 

第４節 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び推進 

第５節 障害児施策の推進 

保育の現状 ※下表はそれぞれ４月１日時点の数値 

１ 待機児童数の推移       ２ 施設数・定員数の推移 

  

 

３ 年齢別待機児童数（H29） 

 

H27 H28 H29

千葉県 1,646人 1,460人 1,787人
H27 H28 H29

施設数 1,155か所 1,283か所 1,402か所

定員数 96,393人 102,567人 108,312人

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳以上 合計

243人 1,074人 359人 95人 16人 1,787人 

※H27～H29実績値 

※H30～H32目標値 

※市町村計画も並行して見直し中であり、 

数値に関しては今後変動がある。 

○毎年６千人を超える整備を行っているが、供給量を上回る需要があり、 

待機児童が依然として多く発生している。 

○待機児童の中でも育児休業明け１歳～２歳児の割合が９割以上を占める。 

需要見込み、整備計画数の見直しを行います。 

保育士不足対策として、保育士確保及び定着対策を強化します。 

（※県平均：平成２７年度７３．１％） 

┗ 実績値 

 

┗ 実績値 

 

┗ 実績値 

 

資料１ 


